
特定建設共同企業体協定書の記載について 

 

 （目   的） 

第 １ 条  当建設共同企業体は、横浜市発注に係る    

                                                （以下「当該工事」という。）の  

請負を共同連帯して営むことを目的とする。 

 （名   称） 

第 ２ 条  当建設共同企業体は、                  共同企業体 

 （以下「当企業体」という。）と称する。 

 （事務所の所在地） 

第 ３ 条  当企業体は、事務所を                   に置く。 

 

 （成立の時期及び解散の時期） 

第 ４ 条  当企業体は、    年  月  日に成立し、当該工事の請負契約の履行

後３箇月を経過するまでの間は解散することができない。ただし、当企業体が当該工事

を請負うことができなかったときは、直ちに解散する。 

 （構成員の所在地及び名称） 

第 ５ 条  当企業体の構成員は、次の   社とする。 
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工 事 件 名 

J V 名 

所 在 地 

 

構成員の社名・所在地（全員分） 

例：●×建設株式会社 

○△県××市×●１－２－３ 

株式会社△▲建設 ○○支店 

○△県××市△△４－５－６ 

 

「共同企業体」が重複しないように！ 
「建設」が不足しないように！ 
 例：●×・▲△建設 

入札：ＪＶ登録の申請日 
随契：見積依頼通知日 

構成員数 



 

（代表者の名称） 

第 ６ 条  当企業体の代表者は、次の者とする。 

 （構成員の出資割合等） 

第 ８ 条  当企業体の構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該工事に 

ついて発注者と契約内容の変更があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとす

る。 

 

第 19 条の次（最後の文） 

           他   社は上記のとおり、  

共同企業体協定を締結したので、 

  その証拠としてこの協定書 通を作成し、各通に構成員が記名押印のうえ、各自１ 

通を所持するものとする。 

 

年 月 日 
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代表構成員の社名・代表者 

例：●×建設株式会社 

代表取締役 ○○ ×× 

構成員全者の出資比率 

例：●×建設株式会社   ××％ 

株式会社△▲建設 横浜支店  ××％ 

代表構成員の社名 

共同企業体の名称 

 

５ページ目

６ページ目

「共同企業体」が重複しないように！

構成員数－１

構成員数＋１

入札：ＪＶ登録の申請日

随契：見積依頼通知日


